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（地方独立行政法人京都市立病院機構） （単位：円）

負　債　の　部

Ⅰ 固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金 193,250

資産見返補助金等 926,051,126

資産見返寄附金 2,911,585

資産見返物品受贈額 7,837,316

長期借入金 6,443,080,618

移行前地方債償還債務 567,912,254

引当金

退職給付引当金 4,729,584,456

環境安全対策引当金 51,811,985

固定負債合計 12,729,382,590

Ⅰ 流動負債

1,392,425,616

113,449,294

450,000,000

2,420,771,078

83,310,600

75,589,115

2,307,000

引当金

賞与引当金 552,128,261

流動負債合計 5,089,980,964

17,819,363,554

純　資　産　の　部

Ⅰ 資本金

設立団体出資金 3,637,704,295

資本金合計 3,637,704,295

Ⅰ

1,304,400,385

(517,216,225)

1,304,400,385

純資産合計 2,333,303,910

20,152,667,464

金　　　額科　　　目

一年以内返済予定長期借入金

一年以内返済予定移行前地方債償還債務

未払金

短期借入金

負債純資産合計

未払費用

預り金

前受金

負債合計

繰越欠損金

当期未処理損失

（ うち当期総損失）

繰越欠損金合計
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（地方独立行政法人京都市立病院機構） （ 単位： 円）

営業収益

医業収益 18,371,955,994

介護保険事業収益 211,993,683

運営費負担金収益 1,678,167,371

運営費交付金収益 28,068,904

補助金等収益 89,110,060

寄附金収益 660,000

資産見返補助金等戻入 61,574,950

資産見返寄附金戻入 1,992,248

その他営業収益 12,527,561

営業収益合計 20,456,050,771

営業費用

医業費用

　給与費 9,013,465,984

　材料費 5,350,933,936

　経費 3,757,121,530

　研究研修費 67,632,863

　減価償却費 1,252,246,051 19,441,400,364

介護費用

　給与費 200,726,953

　材料費 4,750,349

　経費 49,668,407

　研究研修費 157,356

　減価償却費 13,482,602 268,785,667

一般管理費

　給与費 394,619,025

　経費 90,493,088

　減価償却費 7,559,839 492,671,952

営業費用合計 20,202,857,983

営業利益 253,192,788

営業外収益

運営費負担金収益 52,537,512

患者外給食収益 2,259,410

医業外雑収益 157,149,751

介護外雑収益 319,027

営業外収益合計 212,265,700

損　益　計　算　書損　益　計　算　書損　益　計　算　書損　益　計　算　書

（平成年月日31 4 1から令和年月日2 3 31 ）

科　　目 金　　　額
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（地方独立行政法人京都市立病院機構） （ 単位： 円）

科　　目 金　　　額

営業外費用

財務費用

　移行前地方債利息 24,608,296

　長期借入金利息 73,839,450

　短期借入金利息 846,571

　取扱諸費等 5,186 99,299,503

患者外給食費 1,572,422

控除対象外消費税 792,445,611

資産に係る控除対象外

消費税等償却 82,615,585

雑損失 3,091,744

営業外費用合計 979,024,865

経常損失 513,566,377

臨時損失

固定資産除却損 3,649,848

臨時損失合計 3,649,848

当期純損失 517,216,225

当期総損失 517,216,225
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（地方独立行政法人京都市立病院機構） （単位：円）

Ⅰ当期未処理損失 1,304,400,385

当期総損失 517,216,225

前期繰越欠損金 787,184,160

Ⅰ次期繰越欠損金 1,304,400,385

科　　　目 金　　　額

損失の処理に関する書類損失の処理に関する書類損失の処理に関する書類損失の処理に関する書類

（令和年月日2630）
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注記事項注記事項注記事項注記事項 

ⅠⅠⅠⅠ 重要 な会計方針重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針 

１．運営費負担金収益１．運営費負担金収益１．運営費負担金収益１．運営費負担金収益及び運営費交付金収益及び運営費交付金収益及び運営費交付金収益及び運営費交付金収益の計上基準の計上基準の計上基準の計上基準 

期間進行基準   を採用しております。ただし，建設改良に要する経費（移行前地方債元金利息償

還金ほか）等については，費用進行基準を採用しております。 

２ ．減価償却の会計処理方法２．減価償却の会計処理方法２．減価償却の会計処理方法２．減価償却の会計処理方法 

（  １）有形固定資産 

定額法     を採用しております。 

なお     ，主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

建物            ２～３９年 

構築物           ２～５０年 

器械備品          ２～１５年 

車両            ２～６年 

（  ２）無形固定資産 

定額法     を採用しております。 

なお     ，法人内利用のソフトウェアについては，法人内における利用可能期間（５年）に基

づいて，その期間内で償却しております。 

３ ．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

役職員   の退職給付に備えるため，当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上し

ております。 

退職給付債務   の算定にあたり，退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては，期間定額基準によっております。 

過去勤務費用及び数理計算上の差異は，即時費用処理しております。 

なお，行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は，会計基準第87

により引当対象外とされた出向職員に関して，会計基準第36に基づき計算された退職給付引当金

の当期増加額を計上しております。 

４ ．貸倒引当金の計上基準４．貸倒引当金の計上基準４．貸倒引当金の計上基準４．貸倒引当金の計上基準 

営業未収金   （患者負担分）の貸倒れによる損失に備えるため，貸倒実績率（回収不能率）によ

り，回収不能見込額を計上しております。 

５．賞与引当金の計上基準５．賞与引当金の計上基準５．賞与引当金の計上基準５．賞与引当金の計上基準 

役職員   に対して支給する賞与に備えるため，当事業年度に負担すべき支給見込額を計上してお

ります。 
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６．環境６．環境６．環境６．環境安全安全安全安全対策対策対策対策引当金の計上基準引当金の計上基準引当金の計上基準引当金の計上基準 

  「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により処理することが

義務づけられているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため，その処理費用見込額を計上しております。 

 ７７７７．たな卸資産の評価基準及び評価方法．たな卸資産の評価基準及び評価方法．たな卸資産の評価基準及び評価方法．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  （１）医薬品 先入先出法に基づく低価法によっております。 

  （２）貯蔵品 同上 

 ８８８８．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

  （１）国又は地方公共団体の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法は，   

「京都市公有財産規則」の使用料算定基準に基づき計算しております。 

  （２）京都市出資の機会費用の計算に使用した利率 

    １０年利付国債の令和２年３月末における利回りを参考に0.031％で計算しております。 

 ９９９９．リース取引の．リース取引の．リース取引の．リース取引の処理処理処理処理方法方法方法方法 

 リース料総額が3百万円以上のファイナンス・リース取引については，通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。 

リース料総額が3百万円未満のファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。 

 １０１０１０１０．消費税等の会計処理．消費税等の会計処理．消費税等の会計処理．消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっております。 

    なお，固定資産に係る控除対象外消費税等は長期前払費用に計上し，均等償却しております。 

ⅡⅡⅡⅡ  キャッシュフロー計算書関係キャッシュフロー計算書関係キャッシュフロー計算書関係キャッシュフロー計算書関係 

１．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係１．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係１．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係１．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金および預金勘定                   157,025,736円 

資金期末残高                      157,025,736円 

２．重要な非資金取引２．重要な非資金取引２．重要な非資金取引２．重要な非資金取引 

 該当ありません。 

ⅢⅢⅢⅢ  貸借対照表関係貸借対照表関係貸借対照表関係貸借対照表関係 

１．１．１．１．  金融商品の状況に関する事項金融商品の状況に関する事項金融商品の状況に関する事項金融商品の状況に関する事項 

当機構は，資金運用については短期的な預金に限定し，また，設立団体からの長期借入により

資金を調達しております。なお，資金の使途については，運転資金（短期）及び事業投資資金（長

期）であります。 

   未収債権等に係る診療報酬債権のうち，患者に対する営業未収金に係る信用リスクは，債権管

理規程に沿ってリスク管理を行っています。 
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 ２．金融商品の時価等に関する事項２．金融商品の時価等に関する事項２．金融商品の時価等に関する事項２．金融商品の時価等に関する事項 

   期末日における貸借対照表計上額，時価及びこれらの差額については，次のとおりであります。 

（単位：円） 

貸借対照表計上額 

（＊１） 
時価（＊１） 差額（＊１） 

(1)現金及び預金    157,025,736 157,025,736 0

(2)営業未収金（＊２） 2,870,296,887 2,870,296,887 0

(3)未収金 66,343,412 66,343,412 0

(4)長期借入金 

（1年以内返済予定を含む）

(7,835,506,234) (8,484,779,536) (649,273,302)

(5)移行前地方債償還債務 

（1年以内返済予定を含む）

(681,361,548) (770,313,663) (88,952,115)

(6)短期借入金 (450,000,000) (450,000,000) (0)

(7)未払金 (2,420,771,078) (2,420,771,078) (0)

（＊１）負債に計上されているものは，（ ）で示しております。 

（＊２）営業未収金に計上している貸倒引当金を控除しております。 

（ 注 ）金融商品の時価の算定方法 

   (1)現金及び預金，(2)営業未収金，(3)未収金，(6)短期借入金，(7)未払金 

これらは短期間で決済されるため，時価は帳簿価額にほぼ等しいことから，当該帳簿価額

によっております。 

なお，営業未収金については，回収見込額等により時価を算定しております。  

   (4)長期借入金及び(5)移行前地方債償還債務 

     これらの時価については，元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いて算定する方法によっております。 

３．賃貸等不動産に関する事項３．賃貸等不動産に関する事項３．賃貸等不動産に関する事項３．賃貸等不動産に関する事項 

   重要性が乏しいため記載を省略しております。 

ⅣⅣⅣⅣ  退職給付関係退職給付関係退職給付関係退職給付関係 

１．１．１．１．  採用している退職給付制度の概要採用している退職給付制度の概要採用している退職給付制度の概要採用している退職給付制度の概要 

当法人は，職員の退職給付に充てるため，非積立型の退職一時金制度を採用しております。当

該制度では，給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。 

２．２．２．２．  確定給付制度確定給付制度確定給付制度確定給付制度 

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

    期首における退職給付債務                 4,575,624,445円 

勤務費用                         396,308,832円 

利息費用                           1,418,074円 

数理計算上の差異の当期発生額                            31,124,921円 
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損
損
失
の
明
細

（
単
位
：
円
）

当
期
償
却
額

当
期
損
益
内

当
期
損
益
外

有
形
固
定
資
産
建
物

14
,5
15
,2
26
,0
43

10
2,
64
9,
60
0

0
14
,6
17
,8
75
,6
43

4,
92
0,
76
2,
19
9

62
4,
21
7,
17
0

0
0

0
9,
69
7,
11
3,
44
4
（
注
）

（
償
却
費
損
益
内
）
構
築
物

22
4,
87
8,
22
6

0
0

22
4,
87
8,
22
6

76
,0
47
,7
20

10
,6
09
,4
64

0
0

0
14
8,
83
0,
50
6

器
械
備
品

7,
13
8,
50
0,
94
5

42
7,
75
4,
00
0

30
,2
93
,8
70

7,
53
5,
96
1,
07
5

5,
79
3,
46
4,
01
3

63
2,
20
6,
22
9

0
0

0
1,
74
2,
49
7,
06
2
（
注
）

車
両

48
,9
62
,7
84

1,
32
6,
19
1

0
50
,2
88
,9
75

38
,4
39
,5
07

4,
16
0,
98
8

0
0

0
11
,8
49
,4
68

計
21
,9
27
,5
67
,9
98

53
1,
72
9,
79
1

30
,2
93
,8
70

22
,4
29
,0
03
,9
19

10
,8
28
,7
13
,4
39

1,
27
1,
19
3,
85
1

0
0

0
11
,6
00
,2
90
,4
80

有
形
固
定
資
産
建
物

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

（
償
却
費
損
益
外
）
構
築
物

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

器
械
備
品

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

車
両

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

計
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

非
償
却
資
産

土
地

4,
73
3,
20
0,
00
0

0
0

4,
73
3,
20
0,
00
0

0
0

0
0

0
4,
73
3,
20
0,
00
0

器
械
備
品

7,
80
0,
00
0

0
0

7,
80
0,
00
0

0
0

0
0

0
7,
80
0,
00
0

建
設
仮
勘
定

0
5,
68
0,
00
0

0
5,
68
0,
00
0

0
0

0
0

0
5,
68
0,
00
0

計
4,
74
1,
00
0,
00
0

5,
68
0,
00
0

0
4,
74
6,
68
0,
00
0

0
0

0
0

0
4,
74
6,
68
0,
00
0

有
形
固
定
資
産
土
地

4,
73
3,
20
0,
00
0

0
0

4,
73
3,
20
0,
00
0

0
0

0
0

0
4,
73
3,
20
0,
00
0

合
計

建
物

14
,5
15
,2
26
,0
43

10
2,
64
9,
60
0

0
14
,6
17
,8
75
,6
43

4,
92
0,
76
2,
19
9

62
4,
21
7,
17
0

0
0

0
9,
69
7,
11
3,
44
4

構
築
物

22
4,
87
8,
22
6

0
0

22
4,
87
8,
22
6

76
,0
47
,7
20

10
,6
09
,4
64

0
0

0
14
8,
83
0,
50
6

器
械
備
品

7,
14
6,
30
0,
94
5

42
7,
75
4,
00
0

30
,2
93
,8
70

7,
54
3,
76
1,
07
5

5,
79
3,
46
4,
01
3

63
2,
20
6,
22
9

0
0

0
1,
75
0,
29
7,
06
2

車
両

48
,9
62
,7
84

1,
32
6,
19
1

0
50
,2
88
,9
75

38
,4
39
,5
07

4,
16
0,
98
8

0
0

0
11
,8
49
,4
68

建
設
仮
勘
定

0
5,
68
0,
00
0

0
5,
68
0,
00
0

0
0

0
0

0
5,
68
0,
00
0

計
26
,6
68
,5
67
,9
98

53
7,
40
9,
79
1

30
,2
93
,8
70

27
,1
75
,6
83
,9
19

10
,8
28
,7
13
,4
39

1,
27
1,
19
3,
85
1

0
0

0
16
,3
46
,9
70
,4
80

無
形
固
定
資
産
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

55
,0
93
,2
74

19
,5
54
,0
00

0
74
,6
47
,2
74

52
,6
59
,6
61

2,
09
4,
64
1

0
0

0
21
,9
87
,6
13
（
注
）

計
55
,0
93
,2
74

19
,5
54
,0
00

0
74
,6
47
,2
74

52
,6
59
,6
61

2,
09
4,
64
1

0
0

0
21
,9
87
,6
13

投
資
そ
の
他
の
資
産
長
期
前
払
費
用

88
7,
07
7,
09
0

53
,2
09
,1
43

0
94
0,
28
6,
23
3

41
6,
91
5,
11
5

82
,6
15
,5
85

0
0

0
52
3,
37
1,
11
8

計
88
7,
07
7,
09
0

53
,2
09
,1
43

0
94
0,
28
6,
23
3

41
6,
91
5,
11
5

82
,6
15
,5
85

0
0

0
52
3,
37
1,
11
8

（
注
）
当
期
増
加
額
に
つ
い
て
，
主
な
も
の
は
以
下
の
と
お
り
で
す
。

円
81
,3
82
,0
00

円
14
3,
80
0,
00
0 円

61
,0
00
,0
00

円
18
,5
00
,0
00

円
18
,6
08
,0
00

摘
要

差
引
期
末
残
高

資
産
の
種
類

期
首
残
高

当
期
増
加
額
当
期
減
少
額

期
末
残
高

減
損
損
失
累
計
額

減
価
償
却
累
計
額

　
　
（
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
）
緩
和
ケ
ア
病
棟
改
修
工
事

　
　
（
建
物
）
緩
和
ケ
ア
病
棟
改
修
工
事

　
　
（
器
械
備
品
）
医
用
画
像
管
理
シ
ス
テ
ム

　
　
（
器
械
備
品
）
放
射
線
治
療
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム

　
　
（
器
械
備
品
）
手
術
顕
微
鏡

12



（
２
）
た
な
卸
資
産
の
明
細

（
２
）
た
な
卸
資
産
の
明
細

（
２
）
た
な
卸
資
産
の
明
細

（
２
）
た
な
卸
資
産
の
明
細

（
単
位
：
円
）

当
期
購
入
・
振
替

そ
の
他

払
出
・
振
替

そ
の
他

医
薬
品

1
14
,1
44
,9
7
8

3,
51
0
,9
5
5,
9
23

0
3,
5
17
,5
49
,6
97

63
,
54
7

10
7,
48
7,
65
7

診
療
材
料

46
,4
84
,2
8
1

1,
78
3
,5
1
4,
5
87

0
1,
7
90
,6
11
,6
24

0
3
9,
38
7,
24
4

貯
蔵
品

11
,8
18
,7
8
2

15
9
,1
9
8,
0
23

0
1
58
,4
63
,2
72

0
1
2,
55
3,
53
3

計
1
72
,4
48
,0
4
1

5,
45
3
,6
6
8,
5
33

0
5,
4
66
,6
24
,5
93

63
,
54
7

15
9,
42
8,
43
4

（
注
）
当
期
減
少
額
の
そ
の
他
に
は
，
期
限
切
れ
に
よ
る
廃
棄
も
し
く
は
滅
失
し
た
資
産
を
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

摘
要

資
産
の
種
類

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

13



（
３
）
長
期
借
入
金
の
明
細

（
３
）
長
期
借
入
金
の
明
細

（
３
）
長
期
借
入
金
の
明
細

（
３
）
長
期
借
入
金
の
明
細

（
単
位
：
円
）

区
分

期
首
残
高

当
期
増
加

当
期
減
少

期
末
残
高

平
均
利
率

返
済
期
限

摘
要

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
借
入
金

令
和
年
月
日

23
1,
56
9,
25
6,
31
5

0
56
,2
80
,9
86

1,
51
2,
97
5,
32
9

1.
70
0%

24
3

20

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
借
入
金

令
和
年
月
日

23
16
8,
99
2,
30
3

0
55
,9
93
,6
28

11
2,
99
8,
67
5

0.
60
0%

4
3

20

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
借
入
金

令
和
年
月
日
京
北
分

23
7,
80
4,
86
6

0
2,
58
6,
05
1

5,
21
8,
81
5

0.
60
0%

4
3

20

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
借
入
金

令
和
年
月
日

24
1,
35
3,
46
4,
11
8

0
47
,2
36
,5
37

1,
30
6,
22
7,
58
1

1.
50
0%

25
3

20

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
借
入
金

令
和
年
月
日

24
1,
30
1,
77
3,
13
8

0
32
3,
49
5,
18
0

97
8,
27
7,
95
8

0.
40
0%

5
3

20

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
借
入
金

令
和
年
月
日

25
64
6,
79
1,
32
1

0
12
8,
32
6,
50
2

51
8,
46
4,
81
9

0.
40
0%

6
3

20

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
借
入
金

令
和
年
月
日

25
40
9,
00
0,
00
0

0
13
,7
68
,3
05

39
5,
23
1,
69
5

1.
40
0%

26
3

20

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
借
入
金

令
和
年
月
日
京
北
分

25
1,
51
3,
48
5

0
33
3,
98
2

1,
17
9,
50
3

0.
40
0%

5
9

20

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
借
入
金

令
和
年
月
日
京
北
分

25
2,
94
9,
03
0

0
10
2,
93
7

2,
84
6,
09
3

1.
30
0%

25
9

20

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
借
入
金

令
和
年
月
日

26
81
1,
00
0,
00
0

0
0

81
1,
00
0,
00
0

1.
29
5%

27
3

31

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
借
入
金

令
和
年
月
日

26
30
8,
66
6,
66
8

0
51
,4
44
,4
44

25
7,
22
2,
22
4

0.
22
9%

7
3

31

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
借
入
金

令
和
年
月
日

26
53
,2
50
,0
00

0
53
,2
50
,0
00

0
0.
16
0%

2
3

31

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
貸
付
金

令
和
年
月
日
京
北
分

26
3,
00
0,
00
0

0
3,
00
0,
00
0

0
0.
16
0%

2
3

31

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
貸
付
金

令
和
年
月
日
京
北
分

26
6,
68
6,
63
7

0
1,
10
8,
87
8

5,
57
7,
75
9

0.
20
0%

7
3

20

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
貸
付
金

令
和
年
月
日

27
4,
67
1,
32
8

0
66
5,
33
3

4,
00
5,
99
5

0.
10
0%

8
3

20

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
貸
付
金

令
和
年
月
日

27
75
3,
50
0,
00
0

0
37
6,
75
0,
00
0

37
6,
75
0,
00
0

0.
08
0%

3
3

20

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
貸
付
金

令
和
年
月
日
京
北
分

27
77
8,
55
5

0
11
0,
88
9

66
7,
66
6

0.
10
0%

8
3

20

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
貸
付
金

令
和
年
月
日
京
北
分

27
11
,0
00
,0
00

0
5,
50
0,
00
0

5,
50
0,
00
0

0.
08
0%

3
3

30

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
貸
付
金

令
和
年
月
日

28
16
0,
50
0,
00
0

0
53
,5
00
,0
00

10
7,
00
0,
00
0

0.
10
5%

4
3

31

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
貸
付
金

令
和
年
月
日
京
北
分

28
11
,5
56
,1
34

0
1,
44
4,
01
2

10
,1
12
,1
22

0.
01
0%

9
3

20

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
貸
付
金

令
和
年
月
日
京
北
分

28
15
,7
50
,0
00

0
5,
25
0,
00
0

10
,5
00
,0
00

0.
10
5%

4
3

31

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
貸
付
金

令
和
年
月
日

29
43
5,
00
0,
00
0

0
10
8,
75
0,
00
0

32
6,
25
0,
00
0

0.
15
0%

5
2

28

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
貸
付
金

令
和
年
月
日
京
北
分

29
17
,0
00
,0
00

0
4,
25
0,
00
0

12
,7
50
,0
00

0.
15
0%

5
2

28

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
貸
付
金

令
和
年
月
日
京
北
分

29
1,
00
0,
00
0

0
25
0,
00
0

75
0,
00
0

0.
15
0%

5
2

28

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
貸
付
金

令
和
年
月
日

30
46
6,
00
0,
00
0

0
0

46
6,
00
0,
00
0

0.
11
0%

6
3

29

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
貸
付
金

令
和
年
月
日
京
北
分

30
3,
00
0,
00
0

0
0

3,
00
0,
00
0

0.
11
0%

6
3

29

平
成
年
度
建
設
改
良
資
金
貸
付
金

令
和
年
月
日
京
北
分

30
14
,0
00
,0
00

0
0

14
,0
00
,0
00

0.
21
6%

11
3

29

令
和
元
年
度
建
設
改
良
資
金
貸
付
金

令
和
年
月
日

0
46
8,
00
0,
00
0

0
46
8,
00
0,
00
0

0.
07
5%

7
3

31

令
和
元
年
度
建
設
改
良
資
金
貸
付
金

令
和
年
月
日

0
41
,0
00
,0
00

0
41
,0
00
,0
00

0.
06
0%

12
3

29

令
和
元
年
度
建
設
改
良
資
金
貸
付
金

令
和
年
月
日

0
35
,0
00
,0
00

0
35
,0
00
,0
00

0.
11
0%

12
3

29

令
和
元
年
度
建
設
改
良
資
金
貸
付
金

令
和
年
月
日

0
35
,0
00
,0
00

0
35
,0
00
,0
00

0.
00
3%

12
3

20

令
和
元
年
度
建
設
改
良
資
金
貸
付
金

令
和
年
月
日
京
北
分

0
12
,0
00
,0
00

0
12
,0
00
,0
00

0.
07
5%

7
3

31

計
8,
53
7,
90
3,
89
8

59
1,
00
0,
00
0

1,
29
3,
39
7,
66
4

7,
83
5,
50
6,
23
4
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（
４
）
移
行
前
地
方
債
償
還
債
務
の
明
細

（
４
）
移
行
前
地
方
債
償
還
債
務
の
明
細

（
４
）
移
行
前
地
方
債
償
還
債
務
の
明
細

（
４
）
移
行
前
地
方
債
償
還
債
務
の
明
細

（
単
位
：
円
）

銘
柄

期
首
残
高

当
期
増
加

当
期
減
少

期
末
残
高

利
率

償
還
期
限

摘
要

資
金
運
用
部
資
金
第
号

令
和
年
月
日

04
03
7

21
5,
43
4,
06
0

0
40
,0
27
,5
16

17
5,
40
6,
54
4

3.
65
%

6
3

1

資
金
運
用
部
資
金
第
号

令
和
年
月
日

05
01
7

88
,2
14
,5
09

0
13
,0
65
,9
98

75
,1
48
,5
11

4.
65
%

7
3

1

銀
行
11
86
0-
00
5-
0

令
和
年
月
日
資
金
運
用
部
資
金
第

号
借
換
分

27
9,
70
0,
00
0

0
27
9,
70
0,
00
0

0
0.
85
5%

2
2

26
03
07
11
5

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

令
和
年
月
日

11
93
7-
00
1-
0

24
,7
59
,8
77

0
12
,3
24
,3
54

12
,4
35
,5
23

0.
90
%

3
3

20

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

令
和
年
月
日

11
93
6-
00
1-
0

28
5,
48
2,
38
5

0
10
,5
63
,3
79

27
4,
91
9,
00
6

1.
90
%

23
3

20

資
金
運
用
部
資
金
H0
50
11
-1

16
6,
78
7,
66
2

0
30
,9
89
,0
46

13
5,
79
8,
61
6

3.
65
%
令
和
年
月
日
京
北
分

6
3

1

資
金
運
用
部
資
金
H0
90
11
-1

7,
01
8,
66
3

0
1,
70
0,
07
1

5,
31
8,
59
2

2.
10
%
令
和
年
月
日
京
北
分

5
3

1

資
金
運
用
部
資
金
H1
00
16
-1

1,
39
0,
24
3

0
12
6,
32
3

1,
26
3,
92
0

2.
10
%
令
和
年
月
日
京
北
分

11
3

1

地
方
公
共
団
体
機
構
資
金

令
和
年
月
日
京
北
分

22
-0
70
-0
20
6

2,
13
2,
10
0

0
1,
06
1,
26
4

1,
07
0,
83
6

0.
90
%

3
3

20

計
1,
07
0,
91
9,
49
9

0
38
9,
55
7,
95
1

68
1,
36
1,
54
8

15



（
５
）
引
当
金
の
明
細

（
５
）
引
当
金
の
明
細

（
５
）
引
当
金
の
明
細

（
５
）
引
当
金
の
明
細

（
単
位
：
円
）

目
的
使
用

そ
の
他

退
職
給
付
引
当
金

4,
57
5,
62
4,
44
5

42
8,
85
1,
82
7

27
4,
89
1,
81
6

0
4,
72
9,
58
4,
45
6

環
境
安
全
対
策
引
当
金

76
,3
22
,7
85

0
24
,5
10
,8
00

0
51
,8
11
,9
85

賞
与
引
当
金

51
7,
09
8,
45
1

55
2,
12
8,
26
1

51
7,
09
8,
45
1

0
55
2,
12
8,
26
1

貸
倒
引
当
金

3,
69
1,
47
5

1,
63
5,
06
2

1,
77
6,
15
8

93
,8
12

3,
45
6,
56
7

計
5,
17
2,
73
7,
15
6

98
2,
61
5,
15
0

81
8,
27
7,
22
5

93
,8
12

5,
33
6,
98
1,
26
9

（
注
）
貸
倒
引
当
金
の
当
期
減
少
額
（
そ
の
他
）
は
，
洗
替
に
よ
る
戻
入
額
で
あ
り
ま
す
。

摘
要

区
分

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

16



（
６
）
資
本
金
及
び
資
本
剰
余
金
の
明
細

（
６
）
資
本
金
及
び
資
本
剰
余
金
の
明
細

（
６
）
資
本
金
及
び
資
本
剰
余
金
の
明
細

（
６
）
資
本
金
及
び
資
本
剰
余
金
の
明
細

（
単
位
：
円
）

期
首
残
高

当
期
増
加
額

期
末
残
高

摘
要

京
都
市
出
資

3,
63
7,
70
4,
29
5

0
0

3,
63
7,
70
4,
29
5

　
計

3,
63
7,
70
4,
29
5

0
0

3,
63
7,
70
4,
29
5

資
本
剰
余
金

0
0

0
0

　
計

0
0

0
0

当
期
減
少
額

区
分

資
本
金

資
本
剰
余
金

17
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（１０）役員及び職員の給与の明細（１０）役員及び職員の給与の明細（１０）役員及び職員の給与の明細（１０）役員及び職員の給与の明細

（単位：円，人）

支給額 支給人員 支給額 支給人員

60,699,465 5               6,754,500 2

(2,280,000) (5)             (-) (-)

7,066,713,959 896             268,137,316 65

(830,593,701) (258)           (-) (-)

7,127,413,424 901             274,891,816 67

(832,873,701) (263)           (-) (-)

（注１）支給額及び支給人員

　　　　　非常勤役員及び有期職員については，外数として（　）内に記載しております。

　　　　　また，支給人数については平均支給人数で記載しております。

（注２）役員報酬基準及び職員給与基準の概要

　　　　　役員報酬については，「地方独立行政法人京都市立病院機構役員報酬等規程」

　　　　に基づき支給しております。

　　　　　職員については，「地方独立行政法人京都市立病院機構職員給与規程」，

　　　　「地方独立行政法人京都市立病院機構有期雇用職員就業規則」及び「地方独立行政

　　　　法人京都市立病院機構アルバイト職員就業規則」に基づき支給しております。

（注３）法定福利費

　　　　　上記明細には法定福利費は含めておりません。

合計

区分
報酬または給与 退職手当

役員

職員

21
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（
１
２
）
上
記
以
外
の
主
な
資
産
，
負
債
，
費
用
及
び
収
益
の
明
細

　
営
業
費
用
及
び
一
般
管
理
費
の
明
細

（
単
位
：
円
）

営
業
費
用

医
業
費
用

給
与
費

給
料

3,
15
4,
92
5,
94
6

手
当

2,
09
6,
76
6,
99
2

賞
与

99
8,
77
2,
89
5

賞
与
引
当
金
繰
入
額

51
4,
29
0,
43
6

報
酬

62
7,
49
3,
58
1

賃
金

10
3,
67
7,
39
0

退
職
給
付
費
用

41
3,
84
1,
00
9

法
定
福
利
費

1,
10
3,
69
7,
73
5

9,
01
3,
46
5,
98
4

材
料
費

薬
品
費

3,
51
6,
39
4,
53
0

診
療
材
料
費

1,
78
7,
41
2,
35
0

た
な
卸
資
産
減
耗
費

61
,6
41

給
食
材
料
費

33
2,
25
5

医
療
消
耗
備
品
費

46
,7
33
,1
60

5,
35
0,
93
3,
93
6

経
費

厚
生
福
利
費

1,
29
9,
05
7

報
償
費

25
8,
71
9,
74
5

交
際
費

7,
40
8

旅
費
交
通
費

2,
12
1,
90
0

職
員
被
服
費

2,
43
7,
63
0

科
　
　
　
目

金
　
　
　
　
額

23



科
　
　
　
目

金
　
　
　
　
額

消
耗
品
費

98
,2
46
,1
18

消
耗
備
品
費

20
,8
18
,8
79

光
熱
水
費

27
7,
38
7,
87
4

燃
料
費

2,
99
1,
40
2

印
刷
製
本
費

17
,4
60
,5
52

修
繕
費

13
5,
18
8,
32
3

保
険
料

22
,0
60
,7
75

賃
借
料

14
1,
81
5,
03
8

通
信
運
搬
費

40
,9
97
,0
23

委
託
料

2,
71
0,
42
3,
88
3

諸
会
費

7,
18
7,
50
3

雑
費

13
,5
54
,3
31

補
償
費

2,
45
1,
53
0

租
税
公
課

31
7,
49
7

貸
倒
引
当
金
繰
入
額

1,
63
5,
06
2

3,
75
7,
12
1,
53
0

研
究
研
修
費

謝
金

2,
15
6,
89
8

図
書
費

14
,3
24
,6
89

旅
費

22
,4
40
,6
59

研
究
雑
費

28
,7
10
,6
17

67
,6
32
,8
63

減
価
償
却
費

建
物
減
価
償
却
費

61
0,
74
2,
55
0

構
築
物
減
価
償
却
費

10
,3
86
,7
81

器
械
備
品
減
価
償
却
費

62
7,
43
8,
51
5

車
両
減
価
償
却
費

1,
95
3,
80
1

無
形
固
定
資
産
減
価
償
却
費

1,
72
4,
40
4

1,
25
2,
24
6,
05
1

医
業
費
用
合
計

医
業
費
用
合
計

医
業
費
用
合
計

医
業
費
用
合
計

19
,4
41
,4
00
,3
64

24



科
　
　
　
目

金
額

介
護
費
用

給
与
費

給
料

55
,2
75
,5
80

手
当

22
,0
11
,0
86

賞
与

23
,8
56
,0
01

賞
与
引
当
金
繰
入
額

9,
62
1,
92
8

報
酬

47
,5
42
,8
82

賃
金

3,
40
5,
45
0

退
職
給
付
費
用

7,
66
4,
51
0

法
定
福
利
費

31
,3
49
,5
16

20
0,
72
6,
95
3

材
料
費

薬
品
費

1,
15
5,
16
7

診
療
材
料
費

3,
19
9,
27
4

た
な
卸
資
産
減
耗
費

1,
90
6

給
食
材
料
費

39
4,
00
2

4,
75
0,
34
9

経
費

厚
生
福
利
費

33
,7
85

職
員
被
服
費

29
,3
55

消
耗
品
費

1,
84
8,
60
1

光
熱
水
費

4,
10
4,
81
3

燃
料
費

1,
55
8,
22
6

印
刷
製
本
費

14
1,
69
9

修
繕
費

94
7,
19
5
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科
　
　
　
目

金
額

保
険
料

49
2,
48
2

賃
借
料

6,
14
9,
83
3

通
信
運
搬
費

1,
33
3,
64
7

委
託
料

32
,9
19
,7
50

雑
費

6,
78
4

租
税
公
課

10
2,
23
7

49
,6
68
,4
07

研
究
研
修
費

旅
費

11
1,
05
9

研
究
雑
費

46
,2
97

15
7,
35
6

減
価
償
却
費

建
物
減
価
償
却
費

7,
44
7,
48
7

構
築
物
減
価
償
却
費

11
9,
94
8

器
械
備
品
減
価
償
却
費

4,
76
7,
71
4

車
両
減
価
償
却
費

84
7,
65
3

無
形
固
定
資
産
減
価
償
却
費

29
9,
80
0

13
,4
82
,6
02

介
護
費
用
合
計

介
護
費
用
合
計

介
護
費
用
合
計

介
護
費
用
合
計

26
8,
78
5,
66
7

一
般
管
理
費

給
与
費

給
料

11
9,
75
9,
89
9

手
当

62
,0
48
,9
65

賞
与

49
,6
98
,2
46

賞
与
引
当
金
繰
入
額

28
,2
15
,8
97

報
酬

63
,4
94
,7
93

賃
金

14
,4
58
,9
68

退
職
給
付
費
用

7,
34
6,
30
8

法
定
福
利
費

49
,5
95
,9
49

39
4,
61
9,
02
5
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科
　
　
　
目

金
額

経
費

厚
生
福
利
費

63
,7
23

報
償
費

54
6,
16
2

交
際
費

23
7,
60
0

旅
費
交
通
費

92
4,
74
6

消
耗
品
費

4,
41
4,
64
2

消
耗
備
品
費

89
0,
08
0

光
熱
水
費

2,
71
0,
18
8

燃
料
費

21
7,
05
0

印
刷
製
本
費

18
6,
93
4

修
繕
費

51
2,
42
4

保
険
料

17
8,
00
4

賃
借
料

20
2,
43
8

通
信
運
搬
費

1,
87
3,
24
8

委
託
料

73
,6
29
,6
17

雑
費

1,
36
6,
38
8

租
税
公
課

1,
39
8,
90
0

広
告
宣
伝
費

1,
14
0,
94
4

90
,4
93
,0
88

減
価
償
却
費

建
物
減
価
償
却
費

6,
02
7,
13
3

構
築
物
減
価
償
却
費

10
2,
73
5

車
両
減
価
償
却
費

1,
35
9,
53
4

無
形
固
定
資
産
減
価
償
却
費

70
,4
37

7,
55
9,
83
9

一
般
管
理
費
合
計

一
般
管
理
費
合
計

一
般
管
理
費
合
計

一
般
管
理
費
合
計

49
2,
67
1,
95
2

27



（現金及び預金の内訳）

単位( ：円）

区　　分 期末残高

現金 4,378,813

普通預金 152,646,923

合　　計 157,025,736

（営業未収金の内訳）

区　　分 期末残高

入院未収金 1,889,797,223

外来未収金 906,243,774

その他医業未収金 50,074,058

介護未収金 27,638,399

合　　計 2,873,753,454

（未払金の内訳）

区　　分 期末残高

建設改良費 360,338,982

給与費 349,828,117

材料費 913,976,683

経費その他 796,627,296

合　　計 2,420,771,078

28
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監査報告書 

地方独立行政法人法第13条第4項及び第34条第2項の規定に基づき，地方独立行政法人京都

市立病院機構（以下「機構」という。）の平成31年4月1日から令和2年3月31日までの第9期

事業年度の業務及び会計について監査を実施しましたので，以下のとおり報告します。 

１ 監査の方法及びその内容 

監事は，当期の監査計画及び監査手続に従い，理事長，理事，内部監査部門その他職員（以

下「役職員等」という。）と意思疎通を図り，情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも

に，理事会に出席するほか，役職員等からその職務の執行状況について報告を受け，必要に応

じて説明を求め，業務の状況を調査しました。 

また，機構におけるガバナンス体制や理事長及び理事（以下「役員」という。）の職務の執行

が法令等に適合することを確保するための体制（以下「内部統制システム」という。）について，

役職員等からその整備及び運用の状況について報告を受け，必要に応じて説明を求めました。 

さらに，会計監査に関しては，会計監査人が独立の立場を保持し，かつ，適正な監査を実施

しているかを検証するとともに，会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け，必

要に応じて説明を求め，財務諸表（貸借対照表，損益計算書，キャッシュ・フロー計算書，行

政サービス実施コスト計算書，損失の処理に関する書類（案）（及び附属明細書），事業報告書

及び決算報告書につき検証しました。 

２ 監査の結果 

（１）業務の実施状況及び中期目標の実施状況 

業務の実施状況について，法令等に従って適正に実施されているかどうかを監査した結果，

及び中期目標の着実な達成に向け効果的かつ効率的に実施されているかどうかについて確認

した結果，特に指摘すべき事項は認められません。 

（２）内部統制システムの整備及び運用に関する状況 

内部統制システムの整備及び運用の状況を監査した結果，特に指摘すべき事項は認められ

ません。 

（３）役員の不正行為及び法令等に違反する事実の有無 

役員の職務の執行に関し，不正の行為又は法令等に違反する事実については，指摘すべき

重大な事実は認められません。 

（４）事業報告書 

事業報告書は，機構の業務運営の状況を正しく示しているものと認めます。 

（５）財務諸表等 

会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。 

令和2年6月19日 

地方独立行政法人京都市立病院機構

 理事長 黒 田 啓 史 様

監事 長谷川 佐喜男    

監事 中島 俊則    



独立監査人の監査報告書

令和 2 年 6 月18日 

地方独立行政法人 京都市立病院機構 

理 事 長 黒 田 啓 史 殿

有限責任監査法人ト  ー マ ツ

指定有限責任社員

業 務執 行 社員
公認会計士 大 川 幸 一 ㊞ 

指定有限責任社員

業 務執 行 社員
公認会計士 奥 谷 恭 子 ㊞ 

＜財務諸表監査＞ 
当監査法人は、 地方独立行政法人法（ 以下「 法」 という 。 ） 第35条第1項の規定に準じて、 地方独

立行政法人京都市立病院機構の平成31年4月1 日から令和2年3 月31 日までの第9 期事業年度の損
失の処理に関する書類（ 案） を除く 財務諸表、 すなわち、 貸借対照表、 損益計算書、 キャッシュ・ フ
ロー計算書、 行政サービス実施コスト 計算書、 重要な会計方針、 その他の注記及び附属明細書につい
て監査を行った。  

財務諸表に対する理事長の責任 
理事長の責任は、 我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法人の会計の基準に準

拠して財務諸表（ 損失の処理に関する書類（ 案） を除く 。 以下同じ。 ） を作成し適正に表示すること
にある。 これには、 不正及び誤謬並びに違法行為による重要な虚偽の表示のない財務諸表を作成し適
正に表示するために理事長が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。  

会計監査人の責任 
当監査法人の責任は、 当監査法人が実施した監査に基づいて、 独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。 当監査法人は、 我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政
法人の監査の基準に準拠して監査を行った。 この監査の基準は、 当監査法人に財務諸表に重要な虚偽
の表示がないかどう かの合理的な保証を得るために、 監査計画を策定し、 これに基づき監査を実施す
ることを求めている。 監査は、 理事長又はその他の役員若しく は職員による不正及び誤謬並びに違法
行為が財務諸表に重要な虚偽の表示をもたらす要因となる場合があることに十分留意して計画され
る。  

監査においては、 財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、 当監査法人の判断により、 不正及び誤謬並びに違法行為による財務諸表の重要な虚偽表
示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。 財務諸表監査の目的は、 内部統制の有効性につい
て意見表明するためのものではないが、 当監査法人は、 リスク評価の実施に際して、 状況に応じた適
切な監査手続を立案するために、 財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。 ま
た、 監査には、 理事長が採用した会計方針及びその適用方法並びに理事長によって行われた見積りの
評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。  

当監査法人は、 意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 この基
礎には、 当監査法人が監査を実施した範囲においては、 財務諸表に重要な虚偽の表示をもたらす理事
長又はその他の役員若しく は職員による不正及び誤謬並びに違法行為の存在は認められなかったとの
事実を含んでいる。 なお、 当監査法人が実施した監査は、 財務諸表の重要な虚偽の表示の要因となら
ない理事長又はその他の役員若しく は職員による不正及び誤謬並びに違法行為の有無について意見を
述べるものではない。  

監査意見 
当監査法人は、 上記の財務諸表が、 我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法人

の会計の基準に準拠して、 地方独立行政法人京都市立病院機構の財政状態、 経営成績、 キャッシュ・
フローの状況及び行政サービス実施コスト の状況を全ての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。  



＜損失の処理に関する書類（ 案） 、 事業報告書（ 会計に関する部分に限る。 ） 及び決算報告書に対す
る報告＞ 

当監査法人は、 法第35 条第1 項の規定に準じて、 地方独立行政法人京都市立病院機構の平成31 年
4月1日から令和2年3月31日までの第9期事業年度の損失の処理に関する書類（ 案） 、 事業報告書
（ 会計に関する部分に限る。 ） 及び決算報告書について監査を行った。 なお、 事業報告書について監
査の対象とした会計に関する部分は、 事業報告書に記載されている事項のう ち会計帳簿の記録に基づ
く 記載部分である。  

損失の処理に関する書類（ 案） 、 事業報告書及び決算報告書に対する理事長の責任 
理事長の責任は、 法令に適合した損失の処理に関する書類（ 案） を作成すること、 財政状態及び経

営成績を正しく 示す事業報告書を作成すること並びに予算の区分に従って決算の状況を正しく 示す決
算報告書を作成することにある。  

会計監査人の責任 
当監査法人の責任は、 損失の処理に関する書類（ 案） が法令に適合して作成されているか、 事業報

告書（ 会計に関する部分に限る。 ） が、 地方独立行政法人京都市立病院機構の財政状態及び経営成績
を正しく 示しているか並びに決算報告書が予算の区分に従って決算の状況を正しく 示しているかにつ
いて、 独立の立場から報告することにある。  

損失の処理に関する書類（ 案） 、 事業報告書（ 会計に関する部分に限る。 ） 及び決算報告書に対する
報告 

当監査法人の報告は次のとおりである。  
(1)  損失の処理に関する書類（ 案） は、 法令に適合しているものと認める。  
(2)  事業報告書（ 会計に関する部分に限る。 ） は、 地方独立行政法人京都市立病院機構の財政状

態及び経営成績を正しく 示しているものと認める。  
(3)  決算報告書は、 理事長による予算の区分に従って決算の状況を正しく 示しているものと認め

る。  

利害関係 
地方独立行政法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、 公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。  
以 上 


